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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等を含んでおりません。 

２ 自己資本利益率、株価収益率の第58期及び第59期は、当期純損失のため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第58期及び第59期は当期純損失が計上されているた 

め、第60期、第61期及び第62期は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

４ 第59期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年9月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 

売上高（千円） 12,971,021 11,464,984 9,559,359 8,270,346 7,816,040 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△652,284 △434,315 212,156 297,881 337,035 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△1,409,575 △1,630,990 177,171 138,703 202,193 

純資産額（千円） 4,858,317 3,209,485 3,927,802 4,025,589 4,350,105 

総資産額（千円） 13,416,308 10,174,872 7,890,314 7,910,590 7,242,147 

１株当たり純資産額（円） 409.47 274.23 227.02 232.73 251.64 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△）（円） 
△114.79 △137.81 10.82 8.02 11.69 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 36.2 31.5 49.8 50.9 60.1 

自己資本利益率（％） － － 5.0 3.5 4.8 

株価収益率（倍） － － 15.0 27.8 24.2 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△602,944 △1,008,020 △28,584 654,980 542,371 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
265,462 227,173 1,405,126 106,646 42,732 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,310,925 △819,117 △1,164,119 △87,199 △1,188,856 

現金及び現金同等物の期末 

残高（千円） 
3,723,009 2,123,044 2,335,467 3,009,894 2,406,142 

従業員数 

〔外、平均パ－トタイマ－〕

（名） 

835 

〔460〕

613 

〔386〕

529 

〔348〕

504 

〔261〕

493 

〔260〕



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等を含んでおりません。 

２ 自己資本利益率、株価収益率および配当性向の第58期及び第59期は、当期純損失のため記載しておりませ 

ん。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第58期及び第59期は当期純損失が計上されているた 

め、第60期、第61期及び第62期は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

４ 第59期（平成15年3月期）から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14

年9月25日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成14年9月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 

売上高（千円） 2,752,900 390,371 474,982 481,068 507,086 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△43,689 △12,090 112,754 155,561 214,028 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△1,562,834 △1,887,585 149,282 104,645 127,693 

資本金（千円） 2,514,760 2,514,760 2,727,560 2,727,560 2,727,560 

発行済株式総数（株） 12,444,715 12,444,715 18,044,715 18,044,715 18,044,715 

純資産額（千円） 5,344,651 3,440,063 4,130,487 4,194,088 4,444,003 

総資産額（千円） 12,302,937 9,259,900 7,073,922 6,979,388 6,310,929 

１株当たり純資産額（円） 450.46 293.93 238.74 242.48 257.07 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

3 

(－) 

－ 

(－) 

5 

(－) 

5 

(－) 

5 

(－) 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△）（円） 
△127.27 △159.49 9.11 6.05 7.38 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 43.4 37.2 58.4 60.1 70.4 

自己資本利益率（％） － － 3.90 2.50 2.96 

株価収益率（倍） － － 17.80 36.90 38.35 

配当性向（％） － － 54.80 82.60 67.75 

従業員数 

〔外、平均パ－トタイマ－〕

（名） 

22 

〔5〕

18 

〔2〕

17 

〔2〕

15 

〔－〕 

13 

〔1〕 



２【沿革】 

年月 事項 

明治40年５月 山形屋洋服店を創業。 

昭和21年11月 株式会社山形屋を設立。 

昭和37年１月 東京オーダーソーイング株式会社設立（昭和45年5月に商号を日本ソーイング株式会社に変

更）。 

昭和46年１月 株式会社ギンザヤマガタを設立し、チェーンストア展開。 

昭和47年１月 ジェスロ株式会社設立（現・日本ソーイング株式会社［工場］連結子会社）。 

昭和55年３月 株式会社ギンザヤマガタを吸収合併し、商号を株式会社銀座山形屋に変更。 

昭和57年１月 日本ソーイング株式会社は、受注センターを４社に分社。 

昭和58年２月 日本ソーイング株式会社は、受注センター会社４社を合併。（日本ソーイング株式会社［受注セ

ンター］（平成12年3月31日解散））。 

昭和58年３月 日本ソーイング株式会社を吸収合併。 

昭和62年９月 株式を店頭登録。 

昭和63年９月 株式会社（旧）銀座ファッションを設立（平成12年3月6日清算結了） 

昭和63年10月 株式会社東京ファッションを設立（平成12年3月6日清算結了） 

平成４年12月 株式会社ワイズを設立。 

平成５年７月 株式会社ベネックスを設立。 

平成７年10月 株式会社ワイズの本店を札幌市に移転し、商号を日本ソーイング北海道株式会社に変更（連結子

会社）（平成16年3月2日清算結了） 

平成９年９月 株式会社ベネックスの商号を株式会社プロデュースに変更。 

平成10年12月 株式会社アルファベッツを設立。 

平成11年９月 株式会社銀座ファッション（平成17年10月25日清算結了）を東京都中央区に設立（連結子会社） 

（平成17年10月25日清算結了）し、同年10月、解散した旧銀座ファッションおよび旧東京ファッ 

ションの事業を承継。 

平成12年３月 株式会社銀座ファッションの本店を岩手県一戸町に移転 

株式会社アルファベッツの商号を株式会社エルメックス・ハウスに変更（連結子会社）。 

平成13年４月 株式会社銀座山形屋リテイリング（平成15年12月24日精算結了）、株式会社ウィングロード、 

株式会社ジー・ワイ・トレーディング（現 株式会社銀座山形屋トレ－ディング）、 

株式会社ヴァイソム、株式会社ディーエイチエス、株式会社シンパシー（平成15年12月24日精算 

結了）を設立（各連結子会社）。 

平成13年７月 紳士服販売事業を子会社に譲渡し、持株会社となる。 

平成14年４月 株式会社プロデュースの営業全部を日本ソーイング株式会社に譲渡し、商号を株式会社服装計画

舎（平成15年12月24日精算結了）に変更。 

平成15年４月 株式会社シンパシー（平成15年12月24日精算結了）の営業全部を㈱リベラルの100％出資子会 

社（当社グループ外）へ譲渡。 

平成15年５月 第三者割当の方法により560万株（増資後資本金2,727,560千円）の増資を行う。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び連結子会社7社で構成され、紳士服・婦人服等アパレル製品の商品企画・製造・販売 

及び靴・鞄・衣料雑貨品・服飾雑貨品・洋服生地等の販売ならびにコンピュータ・ソフトウェアの開発・販売、 

情報処理等を主な事業内容としており、当社は子会社の株式を所有することによる子会社の支配・管理を行って 

おります。 

 また、その他の事業として不動産賃貸事業を行っております。 

 当社グループが営んでいる事業と当該事業における当社及び連結子会社の位置付けは次のとおりであります。 

衣料品の製造販売事業 

① 日本ソーイング㈱は、グループ会社からの紳士服・婦人服の受託縫製加工を行っております。 

② ㈱銀座山形屋トレーディング、㈱ウィングロード、㈱エルメックス・ハウスは紳士服・婦人服等の店舗 

販売・無店舗販売を行っております。 

③ ㈱ヴァイソムは関係会社間の縫製加工の取次ぎ及び紳士服・婦人服の商品企画、インターネット販売を 

行っております。 

④ ㈱ディーエイチエスは関係会社のコンピュータ・ソフトウェアの開発、情報処理業務及び一般顧客（衣料 

品業）へのソフトウェアの開発・販売を行っております。 

  

その他の事業 

当社は不動産賃貸事業を行っております。 

なお、休眠会社であった㈱銀座ファッションは平成17年10月25日で清算結了しております。 



以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 

子会社は、次のとおりであります。 

連結子会社  

日本ソーイング㈱ 紳士服・婦人服の受託縫製加工 

㈱エルメックス・ハウス 紳士服・婦人服店舗販売 

㈱ウィングロード 紳士服・婦人服店舗販売 

㈱銀座山形屋トレーディング 紳士服・婦人服無店舗販売・店舗販売、受託加工販売 

㈱ヴァイソム 紳士服・婦人服の商品企画、インターネット販売 

㈱ディーエイチエス コンピュータ・ソフトウェアの開発、販売、情報処理 

㈱銀座ファッション 平成17年10月25日 清算結了 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有 
（被所有）割合 

関係内容 
所有割合
（％） 

被所有割合 

（％） 

（連結子会社）       

日本ソーイング㈱ 

注2 
東京都中央区 235,000 

当社グループ会社の

紳士服・婦人服の受

託縫製加工 

100 － 

当社が支配・管理

しております。 

資金貸付 

設備賃貸 

役員の兼任1名 

㈱エルメックス・ハウス 

注3,4 
東京都中央区 100,000 

紳士・婦人服・カジ

ュアル洋品の店舗販

売 

100 － 

当社が支配・管理

しております。 

資金貸付 

営業債務の保証 

役員の兼任2名 

㈱ウィングロード 

注2,4 
東京都中央区 50,000 

紳士・婦人服・カジ

ュアル洋品の店舗販

売 

100 － 

当社が支配・管理

しております。 

資金貸付 

営業債務の保証 

役員の兼任2名 

㈱銀座山形屋トレーディング 

 注2,4 
東京都中央区 50,000 

紳士・婦人服の卸販

売・受託加工販売 
100 － 

当社が支配・管理

しております。 

資金貸付 

役員の兼任1名 

㈱ヴァイソム 東京都中央区 50,000 
アパレル製品の企

画・販売 
100 － 

当社が支配・管理

しております。 

資金貸付 

役員の兼任1名 

 



 （注）１ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

２ 特定子会社に該当しております。  

３ ㈱エルメックス・ハウスは、債務超過会社であり、債務超過の額は、平成18年3月末時点で1,376,745千円 

となっております。  

４ ㈱銀座山形屋トレーディング、㈱ウィングロード、㈱エルメックス・ハウスについては、売上高（連結会社

相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有 
（被所有）割合 

関係内容 
所有割合
（％） 

被所有割合 

（％） 

㈱ディーエイチエス 東京都中央区 30,000 

当社グループ会社の

コンピュータシステ

ムの保守管理及び情

報処理 

100 － 

当社が支配・管理

しております。 

役員の兼任2名 

（その他の関係会社） 

㈱ＬＢＴ 
東京都渋谷区 20,000 

投資目的の不動産、

動産、有価証券の管

理・運営 

－ 31 

  

  

  

   ㈱銀座山形屋トレーディング ㈱ウィングロード ㈱エルメックス・ハウス 

(1）売上高   4,185,224 千円 2,594,989 千円 922,916 千円

(2）経常損益   34,406 28,048 △60,440 

(3）当期純損益   4,268 17,126 △111,262 

(4）純資産額   △12,313 △709,229 △1,376,745 

(5）総資産額   966,039 1,423,672 207,327 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数の欄の（外書）は、パ－トタイマ－の年間平均雇用人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 平均勤続年数は、連結グル－プ会社内で転籍した従業員の勤続年数を通算して算定しております。 

４ 従業員数の欄の（外書）は、パ－トタイマ－の年間平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

① ㈱銀座山形屋、㈱ウィングロード、㈱銀座山形屋トレーディング、㈱ヴァイソム、㈱ディーエイチエス及び 

㈱エルメックス・ハウス 

② 日本ソーイング㈱ 

  平成18年3月31日現在

事業部門 従業員数（名） 

衣料品製造販売事業 493 (260) 

合計 493 (260) 

  平成18年3月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

13(1)  47.5 20.3 5,660 

イ 名称 銀座山形屋労働組合 

ロ 結成年月日 昭和58年2月22日 

ハ 組合員数 124名 

ニ 所属上部団体名 ＵＩゼンセン同盟専門店ユニオン連合会（略称：ＳＳＵＡ、ＵＩゼンセン同盟傘下） 

ホ 労使関係 労働協約に基づき隔月に労使協議会を開催し、正常かつ円満な労使関係を維持して 

おり、紛争等の事件はありません。 

イ 名称 日本ソーイング労働組合 

ロ 結成年月日 昭和52年4月1日 

ハ 組合員数 186名 

ニ 所属上部団体名 ＵＩゼンセン同盟地方部会 

ホ 労使関係 労働協約に基づき隔月に労使協議会を開催し、正常かつ円満な労使関係を維持して 

おり、紛争等の事件はありません。 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資の増加が続くなど、景気の裾野が着実 

に広がって行く状況を呈しました。しかし、原油価格の上昇や円高の影響、所得格差の拡大や税制・社会保障の負 

担率の見直しによる不安から、個人消費は依然として力強さに欠ける部分が残るなど、景気回復に向けての不透明 

感を払拭するには至りませんでした。 

  当業界におきましても、クールビズ・ウォームビズの効果も下支えとなりましたが、記録的な猛暑に加え、一年 

を通した天候不順の影響により、衣料における個人の消費マインドは依然低迷が続くなど、大変厳しい環境で推移 

いたしました。 

 このような環境の下で当社グループは、前期に引き続き「安定した利益とキャッシュ・フロー」を出せる経営基 

盤の確立と強化のために下記の施策を実行いたしました。 

Ⅰ.「成長性を創り出す」ことを課題として次の項目を重点的に取組んでまいりました。 

 ①注文紳士服専門店、注文婦人服専門店及び注文紳士服・婦人服の複合店を新たに出店いたしました。 

  この店舗運営の主旨は、お客様に支持され、納得していただける品質・サービスを提供することを念頭に、変 

 化する顧客のニーズに応じられる「魅力ある店づくり、商品づくり」をすることにあります。 

 ②注文紳士服事業においては、顧客年齢層拡大のための新商品“FV（ファッション感度の高い商品）”の展開や 

 「品質と利便性」の訴求という面から「既製品をBy Orderで！」をキーワードにオーダー仕様を崩さず7日間で 

 お客様に商品をお納めする『7DAYS』システムを全店舗にてスタートさせました。 

  また、20代～30代の顧客層を対象に展開いたしました新ブランド“DAPPER(ダッパー)につきましては、若年 

 層の顧客に支持され新規顧客の獲得にも寄与いたしました。 

 ③注文婦人服事業においては、“ミスターナ”ブランドの充実のために企画の全面的な見直しと生産ラインの対 

 応強化を図りながら、グループ販売部門において、レディース・パターン・オーダー展開への取り組みを行って 

 まいりました。商品政策といたしましては、ターゲットを３つに絞り込み、いわゆるキャリアウーマンを対象に 

 した「ビジネス服」の訴求、お子様の入卒園・パーティー・フォーマル（冠婚葬祭）としての「イベント服」の 

 訴求、そしてヤング層を対象にした「リクルートスーツ」の訴求をいたしました。デザイン面につきましては、 

 テーラードジャケットにファッション感度の高いデザインジャケットの追加を行うとともに、新たにコート及び 

 ブラウスの企画開発を行うなど、デザインバリエーションの追加をいたしました。 

  なお、婦人服事業の拡大を目指すべく、パターンオーダー専門店の出店を行ってまいります。また、全面リフ 

 レッシュいたしました銀座店をフラッグシップショップ（旗艦店）いわゆる「情報発信基地」として位置づけ、 

 販売強化施策に着手、実行してまいりました。 

 ④既製服部門においては、差別化の強化を重点に、グループ製造子会社を使い、オリジナルブランドに「オーダ 

 ー仕様」を採り入れた商品を開発し、展開いたしました結果、春夏・秋冬の年間を通して、お客様に大変ご好評 

 をいただきました。 

  また、このことにより工場の稼働率向上が図られ、損益的にも改善することとなりました。 



Ⅱ.お客様に提供する商品の品質安定と改善に向けた、製販一体の取組を図ってまいりました。 

 具体的には 

  ①お客様の声を経営に生かすための仕組み作りと情報の共有化。 

  ②品質安定・改善にむけた製造・販売部門の情報交換と改善活動への取り組み。 

  ＜当社グループ全体の経営成績＞ 

 当連結会計年度におきましては、上記施策のほか、「販売資産管理の強化」、「社員教育の強化」等の諸施策も 

実行し、業績の向上を図るべく全グループをあげて取り組んでまいりました。 

 以上のような諸施策を進めてまいりました結果、当連結会計年度の売上高は78億1千6百万円（前期比5.5％減） 

となりましたが、売上総利益率の改善（前期比1.1％増）、販売費及び一般管理費の大幅な削減（前期比4.7％減） 

に努めた結果、経常利益は3億3千7百万円（前期比13.1％増）を計上することができました。また、当期純利益に 

つきましては、固定資産の減損損失、固定資産撤去費用等の計上を行いましたが、2億2百万円（前期比45.8％増） 

となりました。 

 店舗の状況につきましては、5店舗の出店を行う一方で、2店舗閉鎖した結果、当連結会計年度末における店舗網 

につきましては、㈱ウィングロード29店舗、㈱エルメックス・ハウス14店舗、㈱銀座山形屋トレーディング17店舗 

であり、グループ合計で60店舗となっております。 

 なお、ブランド事業を展開しております㈱エルメックス・ハウスは、平成18年8月31日をもって事業撤退をいたし 

ます。 

(2）キャッシュ・フローの状況   

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は24億6百万円であり、前連結会計年度に比べ6億3百万円減少 

（前期比20.1％減）いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローにより得た資金は5億4千2百万円（前期比17.2％減）となりました。これは 

税金等調整前当期純利益2億5千7百万円に減価償却費1億3百万円の調整を加味した収入に加えて、売上債権の減少 

による資金の増加6千8百万円、たな卸資産の減少による資金の増加1億1千5百万円が主な要因であります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローにより得た資金は4千2百万円（前期比59.9％減）となりました。これは有形 

固定資産の取得による支出が5千2百万円、差入保証金及び敷金の預入による支出が7千7百万円ありましたが、一方 

で差入保証金及び敷金の返還により1億6千7百万円の収入があったことが主な要因であります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、11億8千8百万円の支出（前期比1,263.4％増）となりました。これは 

社債の償還による支出が11億円、配当金の支払による支出が8千6百万円あったことが主な要因であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は、販売価格によっております。 

(2）受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）主要な販売先につきましてはいずれの販売先も、総販売実績に対する割合が100分の10未満のため記載は省略し 

    ております。 

３【対処すべき課題】 

  当社グループを取り巻く経営環境は、引き続き個人消費の急速な回復が期待できる状況にはなく、引き続き厳しい 

経営環境が続くものと予想しております。 

 このような状況下におきまして、引き続き「安定した利益とキャッシュフロー」を出せる経営基盤の確立の方針の 

もと、「成長性の創造」を最重要課題として認識し、スピードをもって次の施策を実行してまいります。 

① 注文紳士服事業の再構築を念頭におき、引き続き新商品の企画・開発を積極的に進めてまいります。 

 具体的には20～30才代への訴求強化を図るとともに、『利便性とファッション性』を兼ね備えた“トラベラーズス 

 ーツ”、お洒落をキーワードにした美的感度の高い“スタイリッシュスーツ”の展開を行ってまいります。 

② 注文婦人服事業においては、デザイン、企画、製造、販売を一貫してグループ内で行う体制を整え、既存店全店 

 での、レディースパーターンオーダーの販売基盤を確立し、さらなる販路の拡大を図ってまいります。商品企画・ 

 開発におきましては、「クイーンサイズの展開」・「ヤングターゲットへの展開強化」・「コート訴求の強化」を 

 図ってまいります。 

  なお、婦人服事業の拡大を目指すべくレディースパターンオーダー専門店の出店を行ってまいります。 

③ 既製服部門においては、「オーダーの縫製企画、縫製仕様」を採り入れた自社工場生産のオリジナルブランドの 

 拡大をすすめてまいります。具体的には、お客様の今日的ニーズに対応するために、デザイン・企画の変更を行う 

 とともに、展開アイテム・バリエーションの拡大を行い、「By Orderシステム」とのリンクも図りながら進めてま 

 いります。 

④ グループ全社員に対し現場主義を徹底し、「現場にヒントがある事を認識し、積極的に行動し、チャレンジして 

 いくこと」を全社員に徹底してまいります。 

⑤ 「経費構造の総点検の徹底」・「在庫管理・売上債権管理の強化」も引き続き実践し、経費・資産の効率化を推 

 進してまいります。 

事業部門 生産高（千円） 前年同期比（％） 

衣料品製造販売事業 2,122,912 97.7 

事業部門 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

衣料品製造販売事業 4,785,994 104.0 118,741 86.9 

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％） 

衣料品製造販売事業 7,786,448 94.5 

その他の事業 29,592 100.0 

合計 7,816,040 94.5 



４【事業等のリスク】 

    有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの経営成績および 

   財政状態等に影響を及ぼす可能性にあるリスクには以下のようなものがあります。 

    なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年6月29日）現在において当社グループ 

   が判断したものであります。 

①経営成績の季節的変動 

  当社グループの主な製造・販売品目はスーツを中心とした重衣料でありますが、商品の持つ季節的特性と 

 して，単価、数量いずれにおいても下半期に集中していることから、売上高、営業損益が下半期に偏る傾向 

 があります。 

②出店条件 

  新規出店する際の物件の選定にあたっては、店舗の採算性を最も重視しており、保証金、賃借料、商圏内 

 人口等について事前に調査を実施し、損益シミュレーション、投資回収期間予測を行い、一定条件を満たす 

 物件を対象としております。 

  このため、出店条件を満たす物件を確保できない場合は、想定している売上高の成長性に影響を及ぼす可 

 能性があります。 

③短時間労働者(パートタイマー等) 

  現在、短時間労働者に対する社会保険の適用基準を拡大する案(週の所定労働時間20時間以上又は年収65万 

 円以上の者については、新たに社会保険への加入が義務付けられる)が検討されております。 

  今後、この適用基準が拡大された場合、保険料の増加、短時間就労希望者の減少が生じるなどの状況が想定 

 され、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

④製造コストの海外生産品との比較 

  当社グループの注文服は国内製造子会社において製造しておりますが、同業他社においてはコスト優位の面 

 に着目して、海外での生産による加工代の極めて安い製品の取扱を一部で展開し始めております。 

  現在は納期、運搬コスト、品質等の問題もあり、その生産の急激なシフトは起こっておりません。 

  しかし、将来海外での生産による製品の調達が常態化すれば、当社製造子会社への影響は大きく、結果とし 

 て当社グループの損益に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤製造部門における労働力の確保 

  当社グループの製造拠点は、北海道（芦別市）・岩手県（二戸郡）・福岡県（飯塚市）の三拠点であります。 

 地域特性はあるものの、製造部門の労働力の確保は大変厳しい環境にあります。製造部門の労働力は、生産ラ 

 インの安定稼動および品質改善にむけた取り組みを実現させる為に高い縫製スキルをもつ社員を育成させる事 

 が重要な要素となってまいります。オーダー事業の成長性を実現させる上でも製造部門の労働力が確保できな 

 い場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態の分析 

(流動資産) 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比較して6億6千8百万円減少し、72億4千2百万円となりま 

した。内訳別にみますと流動資産において、たな卸資産が1億1千5百万円，現金及び預金が6億3百万円、受取手形 

及び売掛金が7千3百万円それぞれ減少いたしました。この主な要因は、たな卸資産につきましては、月次における 

管理の徹底による効果であり、受取手形及び売掛金は管理体制の強化による効果と売上高減少による影響でありま 

す。 

(固定資産) 

 減価償却費の計上や退店等による差入保証金の回収、内装等の除却損の計上などにより減少いたしましたが、 

投資有価証券が株価の上昇に伴い3億3千9百万円増加いたしましたので、固定資産全体では1億4千4百万円の増加と 

なりました。 

(流動負債) 

 1年内償還予定の社債を11億円償還し、固定負債から1年内償還予定となった社債11億円を振り替えました。 

また、買掛金が6千3百万円減少したことにより流動負債は3千9百万円減少いたしました。 

（固定負債) 

 投資有価証券の株価が上昇したことにより、対応する繰延税金負債は1億4千4百万円増加いたしましたが、1年内償

還予定となった社債11億円を流動負債に振り替えたことにより固定負債は9億5千3百万円減少いたしました。 

(資本) 

 利益剰余金は配当金の支払いはありましたが、当期純利益の増加によって、前連結会計年度と比較して3億2千4百 

万円の増加となりました。また、その他有価証券評価差額金は、投資有価証券の株価の上昇によって2億1千1百万円 

増加いたしました。 

（2）キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は24億6百万円であり、前連結会計年度に比べ6億3百万円減少いた 

しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ1億1千2百万円減少し、5億4千2百万円の収入とな 

りました。これは主に売上債権の減少6千8百万円及びたな卸資産の減少1億1千5百万円等によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ6千3百万円減少し、4千2百万円の収入となりまし 

た。これは主に有形固定資産の取得による支出が5千2百万円、差入保証金及び敷金の預入による支出が7千7百万円 

ありましたが、一方で差入保証金及び敷金の返還による収入1億6千7百万円があったことによるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還により11億円、配当金の支払により8千6百万円の支出となり 

ました。 

（3）経営成績の分析 

 当連結会計年度におきましては、「品質管理の徹底」、「販売資産管理の強化」、「社員教育の強化」等の諸施策

も実行し業績の向上を図るべくグループをあげて取り組んでまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は78億1千6百万円(前年同期比5.5％減)となりましたが、売上総利益率は前連 

結会計年度51.8％から当連結会計年度52.9％へ改善し、販売費及び一般管理費の大幅な削減(前年同期比4.7％減)に 

努めた結果、経常利益は3億3千7百万円(前年同期比13.1％増)を計上することができました。また、当期純利益につ 

きましては、固定資産の減損損失、建物撤去費用等もありましたが、2億2百万円（前年同期比45.8％増）となりま 

した。  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社および連結子会社）では、販売力の強化、生産力増強などを目的とした設備投資を継続的に実

施しており、結果として当連結会計年度の設備投資の総額は総額1億3千1百万円となりました。 

 なお、当社グループの設備投資額には、差入保証金・敷金への投資額を含めて記載しております。 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 上記従業員にはパ－トタイマ－1名を含んでおりません。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名
称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
（名） 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

工具器具
備品 

差入保証
金・敷金 

合計 

《本社》 

（東京都中央区） 
全社共通 本社内装等 5,997 5,429 － 4,797 283,275 299,499 13 

小計     5,997 5,429 － 4,797 283,275 299,499 13 

《賃貸》 

日本ソーイング㈱北海道

工場 

（北海道芦別市） 

衣料品の製造

販売 

製造子会社に

対する賃貸用

設備 

22,845 － 
55,068 

(23,723.8)
－ － 77,913 － 

日本ソーイング㈱福岡工

場 

（福岡県飯塚市） 

   〃    〃 15,676 － 
199,868 

(17,471.0)
－ － 215,544 － 

日本ソーイング㈱岩手工

場 

（岩手県二戸郡一戸町） 

〃 〃 117,879 － 
102,401 

(17,011.7)
－ － 220,280 － 

小計     156,400 － 
357,337 

(58,206.5)
－ － 513,738 － 

《保養所》 

（山梨県南都留郡河口湖

町他） 

衣料品の製造

販売 
厚生施設 13,575 － 

7,960 

(111.1)
－ － 21,535 － 

小計     13,575 － 
7,960 

(111.1)
－ － 21,535 － 

《その他》 

日本ソーイング㈱旧幸手

工場 

（埼玉県幸手市） 

その他 生産工場跡地 － － 
10,740 

(179.0)
－ － 10,740 － 

小計     － － 
10,740 

(179.0)
－ － 10,740 － 

合計     175,973 5,429 
376,037 

(58,496.6)
4,797 283,275 845,513 13 



(2）国内子会社 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門の
名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
（名）

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

工具器具備
品 

差入保証金
敷金 

合計 

㈱ウィング

ロード 

北海道 

（７店舗） 

衣料品の製

造・販売 
店舗内装等 31,645 － 2,920 134,144 168,710 15 

 
千葉県 

（３店舗） 
〃 〃 18,459 － 2,776 57,975 79,210 8 

 
埼玉県 

（４店舗） 
〃 〃 16,861 － 905 115,292 133,059 8 

 
東京都 

（６店舗） 
〃 〃 59,491 － 3,849 275,365 338,705 20 

 
神奈川県 

（５店舗） 
〃 〃 45,185 － 6,507 178,642 230,335 12 

 
山梨県 

（１店舗） 
〃 〃 2,481 － － 7,069 9,551 2 

 
福岡県 

（３店舗） 
〃 〃 7,893 － 1,274 97,155 106,323 4 

 
 《本社》 

 （東京都中央区） 
〃 〃 － － － － － 3 

 小計   182,017 － 18,232 865,645 1,065,895 72 

 



会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門の
名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
（名）

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

工具器具備
品 

差入保証金
敷金 

合計 

㈱銀座山形

屋トレーデ

ィング 

東京都 

（９店舗） 

衣料品の製

造・販売 
店舗内装等 26,932 － 6,511 46,737 80,181 18 

 
千葉県 

（３店舗） 
  〃 店舗内装等 1,459 － 2,125 7,989 11,574 4 

 
FC店舗 

（５店舗） 
  〃 店舗内装等 － － － 11,885 11,885 － 

 

札幌営業所 

（北海道札幌市中央

区） 

  〃 営業所 － 1,415 － － 1,415 7 

 

仙台営業所 

（宮城県仙台市青葉

区） 

〃 〃 － 3,252 － 2,358 5,610 5 

 
新潟営業所 

（新潟県新潟市） 
〃 〃 － 663 － 880 1,543 4 

 

名古屋営業所 

（愛知県名古屋市昭

和区） 

〃 〃 － 97 － 2,361 2,458 7 

 

大阪営業所 

（大阪府大阪市中央

区） 

〃 〃 － 3,308 58 6,405 9,772 17 

 

広島営業所 

（広島県広島市西

区） 

〃 〃 － － － 4,548 4,548 6 

 

福岡営業所 

（福岡県福岡市博多

区） 

〃 〃 － 1,871 － 8,913 10,784 9 

 
《本社》 

（東京都中央区） 
〃 本社内装等 83 2,638 － 1,122 3,844 48 

 小計   28,476 13,246 8,696 93,199 143,618 125 

㈱ヴァイソム 
《本社》 

（東京都中央区） 

衣料品の製

造・販売 
本社内装等 － 1,802 4,037 1,600 7,440 15 

 小計   － 1,802 4,037 1,600 7,440 15 

㈱ディーエ

イチエス 

春日部営業所 

（埼玉県春日部市） 
その他 営業所 4,082 － 4,130 2,000 10,212 9 

 小計   4,082 － 4,130 2,000 10,212 9 

 



 （注）１ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 現在休止中の主要な設備は、ありません。 

３ 上記従業員にはパ－トタイマ－278名を含んでおりません。 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要なリース設備の内容は、下記のとおりであります。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門の
名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
（名）

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

工具器具備
品 

差入保証金
敷金 

合計 

日本ソーイ

ング㈱ 

北海道工場 

（北海道芦別市） 

衣料品の製

造・販売 

縫製機器

設備等 
1,000 15,243 45 － 16,289 71 

 

岩手工場 

（岩手県二戸郡一戸

町） 

衣料品の製

造・販売 

縫製機器

設備等 
268 19,780 221 － 20,269 89 

 
福岡工場 

（福岡県飯塚市） 

衣料品の製

造・販売 

縫製機器

設備等 
897 15,901 176 － 16,975 62 

 
《本社》 

（東京都千代田区） 
〃 本社内装等 － － － 570 570 1 

 小計   2,165 50,925 442 570 54,104 223 

㈱エルメッ

クス・ハウ

ス 

《店舗販売部門》 

東京都 

（６店舗） 

衣料品の製

造・販売 
店舗内装等 － － － 33,134 33,134 21 

 
静岡県 

（１店舗） 
〃 〃 － － － 3,113 3,113 3 

 小計   － － － 36,248 36,248 24 

 合計   216,741 65,975 35,539 999,263 1,317,519 468 



(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

会社名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

㈱銀座山形屋トレーディング 

（東京都中央区） 

衣料品の製造・

販売 
車両 ５ 1,386 696 

㈱ディーエイチエス 

（東京都中央区） 

衣料品の製造・

販売 
端末機システム ４ 10,706 2,288 

㈱エルメックス・ハウス 

 （東京都中央区） 

衣料品の製造・

販売 
複写機 ５ 979 1,424 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

    該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

    該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成14年6月27日の定時株主総会決議により資本準備金2,474,674千円のうち、748,892千円を取崩し、その

他資本剰余金としたことによる減少であります。 

２ 平成15年5月31日において、第三者割当増資（発行価格75円、資本組入額38円）により、発行済株式総数が

5,600千株、資本金及び資本剰余金がそれぞれ212,800千円、207,200千円増加しております。 

３ 平成15年6月27日の定時株主総会決議により資本準備金1,932,981千円のうち、758,364千円を取崩し、損失

処理額としております。 

４ 平成15年6月27日の定時株主総会決議により資本準備金1,174,617千円のうち、338,727千円を取崩し、その

他資本剰余金としたことによる減少であります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 35,706,000 

計 35,706,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年3月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年6月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 18,044,715 18,044,715 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 18,044,715 18,044,715 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年7月28日 

（注）1 
－ 12,444,715 － 2,514,760 △748,892 1,725,781 

平成15年5月31日 

（注）2 
5,600,000 18,044,715 212,800 2,727,560 207,200 1,932,981 

平成15年6月27日 

（注）3 
－ 18,044,715 － 2,727,560 △758,364 1,174,617 

平成15年8月5日 

（注）4 
－ 18,044,715 － 2,727,560 △338,727 835,890 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式757,425株は、「個人その他」に757単元、「単元未満株式の状況」に425株含まれております。 

なお、期末日現在の実質的な所有株式数は757,425株であります。 

２ 上記「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式14単元が含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１.上記には当社所有の自己株式757,425株（持株比率4.20％）は含まれておりません。 

  平成18年3月31日現在

区分 

株式の状況（1単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 その他の法人 
外国法人等 

個人その他 計 
個人以外 個人 

株主数（人） － 8 11 74 5 － 1,171 1,269 － 

所有株式数

（単元） 
－ 987 89 10,200 41 － 6,636 17,953 91,715 

所有株式数の

割合（％） 
－ 5.50 0.50 56.81 0.23 － 36.96 100.0 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＬＢＴ 東京都渋谷区千駄ヶ谷３丁目60番５号 5,600 31.03 

株式会社サザンコ-ポレ-ション 東京都渋谷区元代々木町54-10 690 3.82 

山形 政弘 東京都世田谷区赤堤２丁目14番９号 664 3.68 

ＧＹ会持株会 東京都中央区築地３丁目５番４号 645 3.57 

山形産業株式会社 東京都中央区湊２丁目４番１号 574 3.18 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 432 2.40 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 362 2.01 

株式会社新星堂 東京都杉並区上荻１丁目23番７号 352 1.95 

田辺 友紀恵 東京都世田谷区大原１丁目52番15号 292 1.62 

中島 眞喜子 神奈川県川崎市麻生区高石5丁目26番22号 291 1.62 

計 － 9,904 54.89 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株含まれており 

ます。また、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれておりま 

す。 

  

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

 （自己保有株式） 

普通株式   757,000  

  

－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,196,000 17,196 同上 

単元未満株式 普通株式    91,715 － 同上 

発行済株式総数      18,044,715 － － 

総株主の議決権 － 17,196 － 

  平成18年3月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社銀座山形屋 

東京都中央区築地

３丁目５－４ 
757,000 － 757,000 4.20 

計 － 757,000 － 757,000 4.20 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

         該当事項はありません。 

         （注）平成18年6月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条 

     第２項の規定により、取締役会の決議によって同条第１項に定める市場取引等により自己の株式を取得す 

     ることができる」旨を定款に定めています。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして位置付けており、利益の極大化を目 

指し、内部留保を確保しつつ、株主資本利益率（ROE）及び配当性向を勘案し、業績に対応した配当 

をおこなうことを基本方針としております。 

  当期につきましては、上記方針に基づき1株当たり5円の配当を実施することに決定しました。 

この結果、当期の配当性向は67.8%となりました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 当社は平成16年12月13日にジャスダック証券取引所に上場いたしました。このため、最高・最低株価は、平成

16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の公表のものであ

ります。なお、第61期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 

最高（円） 260 119 184 
305 

        ※ 219 

347 

  

最低（円） 99 55 65 
152 

       ※ 148 

182 

  

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年1月 2月 3月 

最高（円） 311 328 305 299 347 290 

最低（円） 223 254 270 240 258 271 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役会長  山形 政弘 昭和22年9月24日生 

昭和47年9月 当社入社 

昭和50年8月 取締役 

昭和54年8月 常務取締役 

昭和56年8月 ㈱新橋山形屋代表取締役（現任）

昭和58年4月 専務取締役 

平成元年4月 代表取締役社長 

平成15年6月 代表取締役会長就任（現任） 

664 

代表取締役社長  菊地 邦紀 昭和15年2月17日生 

平成3年5月 ㈱オリンピック取締役経理部長 

平成8年9月 同社常務取締役管理本部長 

平成11年5月 同社常務取締役開発本部長兼グル

ープ財務政策室長 

平成12年5月 同社監査役 

平成13年6月 ㈱クレア－ス(現㈱オー・アール・

ディー）代表取締役（現任） 

平成13年7月 ㈱リベラル代表取締役 

平成15年4月 当社顧問就任 

平成15年6月 代表取締役社長就任（現任） 

20 

取締役  豊田 眞吾  昭和29年10月3日生 

昭和53年3月 日本ソ－イング㈱入社 

昭和58年2月 当社入社 

平成15年4月 ㈱ジ－・ワイ・トレ－ディング取

締役（現㈱銀座山形屋トレ－ディ

ング） 

平成17年6月 ㈱銀座山形屋トレ－ディング常務

取締役 

平成18年4月 ㈱銀座山形屋トレ－ディング代表

取締役（現任） 

平成18年6月 取締役（現任） 

5 

取締役  小口 弘明  昭和27年4月20日生  

昭和50年4月  ㈱ギンザヤマガタ入社（現㈱銀座

山形屋） 

平成15年4月 ㈱ウィングロ－ド取締役 

平成16年12月 ㈱ウィングロ－ド代表取締役 

（現任） 

平成18年6月 取締役（現任） 

5 

取締役   鈴木 敏郎  昭和29年3月13日生  

昭和51年3月  日本ソ－イング㈱入社 

昭和55年6月  当社入社 

平成15年4月  ㈱エルメックス・ハウス代表取締

役（現任） 

平成18年6月  取締役（現任） 

23 

取締役   簑田 雅樹  昭和26年4月13日生  

昭和51年4月  当社入社 

平成13年7月  ㈱ヴァイソム取締役 

平成14年4月  ㈱ヴァイソム代表取締役（現任） 

平成18年6月  取締役（現任）  

11 

取締役   岩井 久則 昭和24年1月16日生 

昭和49年4月 日本ソーイング㈱入社 

昭和58年2月 当社入社 

平成2年2月 経理部長 

平成5年6月 取締役経理部長 

平成15年4月 取締役管理本部長兼経理部長 

平成18年4月  ㈱リベラル代表取締役（現任）

平成18年6月 取締役（現任） 

30 

 



 （注） 監査役若山正彦及び竹下仁は、「会社法」第2条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役 

（常勤） 
 中島 紘一 昭和18年3月18日生 

平成13年4月 当社入社・管理本部長 

平成13年6月 常務取締役管理本部長 

平成15年4月 常務取締役製造・法人営業管掌

平成18年6月 常勤監査役（現任） 

22 

監査役   若山 正彦 昭和20年1月22日生 
昭和54年6月 当社顧問弁護士

昭和63年4月 監査役（現任）
2 

監査役   竹下 仁 昭和20年7月19日生 

昭和62年6月 日揮工事㈱代表取締役社長

平成15年9月 ㈱横浜化工機監査役 

平成16年6月 監査役（現任） 

20 

監査役   中島 弘紀 昭和20年7月29日生 

昭和48年3月 ㈱ギンザヤマガタ入社（現㈱銀座

山形屋） 

平成13年4月 ㈱ディ－エイチエス代表取締役 

平成17年6月 監査役（現任） 

69 

    計 872 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、「私達は、お客様に対し、ファッションを通じ、活き活きとした生活、楽しい生活、充実した生活を提案し続

けることにより、そのお客様より支持されつづける企業をめざします」という企業理念に基づき、企業活動を実行し、結

果として「事業規模の大小にかかわらず、それぞれがめざす分野において、“オンリーワン”としてお客様にその存在価

値を認められる、質的に高い一流企業」をめざし、コンプライアンスの意識強化を図ると共に、現在の取締役、監査役制

度を一層強化しながら、コーポレ－ト・ガバナンスを充実させていきたいと考えております。また、株主、投資家の皆様

へは、迅速かつ正確な情報開示に努めると共に幅広い情報公開により、経営の透明性を高めてまいります。 

 そして、法令を遵守し、経営の「健全性」「透明性」を向上させるコーポレート・ガバナンスの確立が、企業価値を高

める重要な経営課題の一つとして認識しております。 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

a.会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

 ・取締役及び監査役が出席する取締役会を1ヶ月に1回以上開催し、経営の方針、法令で定められた事項その他経営にる

重要事項を決定し、また各事業部門の業務の進捗状況をレビュ－することで、業務執行の監督を行っております。 

 ・取締役及び子会社代表取締役が出席する経営会議を毎月1回以上開催し、経営方針の徹底、業務執行に関する重要事

項の決定、利益計画の進捗状況を監督しております。 

 ・取締役及び子会社幹部が出席する幹部会議を毎月1回以上開催し、各部門の利益計画の進捗状況を監督しておりま

す。 

 ・顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。また、会計監査人である監査

法人トーマツからは、財務情報の適正を期すため、適宜会計監査を受けております。 

b.会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 ・社外取締役の選任は行っておりません。また、社外監査役2名と当社との間に、人的関係、資本的関係等はございま

せん。 

c.会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 ・平成17年度は18回に及ぶ取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事実を決定すると共に、業務

執行状況を監督しております。 

d.会計監査の状況 

 ・当社の会計監査業務を執行した公認会計士は手塚仙夫氏、齋藤淳氏であり監査法人ト－マツに所属しております。 

  当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補４名であります。 

③役員報酬等 

 当社の取締役および監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

a.役員報酬：                       

 取締役に支払った報酬 ４名  46,764千円        

 監査役に支払った報酬 ４名  15,228千円 

     計          61,992千円 

b.当期中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

 取締役 １名 1,000千円 

④監査報酬 

 当社の会計監査人である監査法人ト－マツに対する報酬の内容は以下のとおりであります。 

 公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬の金額: 18,300千円 

⑤内部管理体制の整備・運用状況 

 当社は、内部牽制組織として代表取締役社長の直轄で内部監査室を設置し、内部監査室と管理部門との共同で、監査計

画を策定し、定期的に本社管理部門及び各子会社の店舗・営業所・製造部門に対して、日常業務の適法性の監査を実施す

るとともに、業務改善に関する指摘、助言を行い、業務の効率化や改善を図っております。 

 また、管理部門の配置につきましては、持株会社である当社にグル－プ全体の人事・総務・経理・財務を担当する管理

部を配置しております。 

 管理部は製造部門、販売営業部門などの他部門からは独立しており、グル－プ全体の内部管理及び内部牽制体制の確保

を図っております。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年4月1日から平成17年3月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下 

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年4月1日から平成17年3月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年4月1日から平成17年3月31日ま 

 で）及び前事業年度（平成16年4月1日から平成17年3月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年4月1日 

 から平成18年3月31日まで）及び当事業年度（平成17年4月1日から平成18年3月31日まで）の連結財務諸表及 

 び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１. 現金及び預金   3,009,894   2,406,142  

２. 受取手形及び売掛金    925,545   851,904  

３. たな卸資産   490,512   374,743  

４. その他   105,832   86,376  

貸倒引当金   △2,938   △3,262  

流動資産合計   4,528,845 57.3  3,715,904 51.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

（1）建物及び構築物  1,852,588   1,798,125   

 減価償却累計額  △1,393,686 458,901  △1,405,410 392,714  

（2）機械装置及び運搬具  473,333   497,973   

 減価償却累計額  △401,610 71,722  △426,569 71,404  

（3）工具器具及び備品  258,550   246,838   

 減価償却累計額  △216,376 42,173  △206,501 40,336  

（4）土地   206,547   206,547  

有形固定資産合計   779,345 9.8  711,003 9.8 

２．無形固定資産        

（1）電話加入権   19,448   13,004  

（2）その他   4,171   1,855  

無形固定資産合計   23,619 0.3  14,859 0.2 

３．投資その他の資産        

（1）投資有価証券    959,833   1,298,946  

（2）長期性預金   100,000   100,000  

（3）差入保証金及び敷金   1,384,391   1,282,539  

（4）その他   168,866   127,974  

貸倒引当金   △34,312   △9,081  

投資その他の資産合計   2,578,779 32.6  2,800,379 38.7 

固定資産合計   3,381,744 42.7  3,526,243 48.7 

資産合計   7,910,590 100.0  7,242,147 100.0 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１. 買掛金    447,241   383,907  

２. 1年内償還予定の社債   1,100,000   1,100,000  

３. 未払金   213,215   216,786  

４. 未払法人税等   31,899   58,235  

５. 未払消費税等   58,296   37,773  

６. その他   166,534    180,897   

  流動負債合計   2,017,188 25.5  1,977,599 27.3 

Ⅱ 固定負債          

１. 社債    1,100,000   －  

２. 繰延税金負債   135,696   280,642  

３. 退職給付引当金   486,656   486,900  

４. 役員退職慰労引当金   112,210   115,249  

５. 預り保証金   33,250   31,650  

固定負債合計   1,867,812 23.6  914,442 12.6 

負債合計   3,885,001 49.1  2,892,042 39.9 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※1  2,727,560 34.5  2,727,560 37.7 

Ⅱ 資本剰余金   1,174,617 14.8  1,174,617 16.2 

Ⅲ 利益剰余金   △1,179 △0.0  114,529 1.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   198,654 2.5  409,834 5.7 

Ⅴ 自己株式 ※2  △74,064 △0.9  △76,436 △1.1 

資本合計   4,025,589 50.9  4,350,105 60.1 

負債及び資本合計   7,910,590 100.0  7,242,147 100.0 

       



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高        

１．商品売上高  7,148,725   6,878,012   

２．受託加工売上高  1,121,620 8,270,346 100.0 938,028 7,816,040 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．商品売上原価  3,146,954   2,991,592   

２．受託加工売上原価  837,324 3,984,279 48.2 692,580 3,684,172 47.1 

売上総利益   4,286,067 51.8  4,131,867 52.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１. 販売手数料  342,756   322,586   

２. 広告宣伝費  234,561   231,103   

３. 貸倒引当金繰入額  －   4,302   

４. 給料手当  1,379,760   1,333,522   

５. 退職給付引当金繰入額  24,667   28,596   

６. 役員退職慰労引当金繰
入額 

 14,674   6,239   

７. 減価償却費  89,966   71,337   

８. 賃借料  957,425   912,207   

９. その他  956,407 4,000,219 48.3 903,218 3,813,113 48.8 

営業利益   285,847 3.5  318,754 4.1 

Ⅳ 営業外収益        

１. 受取利息  1,137   1,543   

２. 受取配当金  11,732   14,925   

３. 受取手数料  19,421   24,465   

４. 雑収入  17,055 49,347 0.6 8,876 49,811 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

１. 支払利息  14,740   13,347   

２. 支払保証料  14,827   13,629   

３. 雑損失  7,746 37,313 0.5 4,553 31,530 0.4 

経常利益   297,881 3.6  337,035 4.3 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅵ 特別利益        

１. 前期損益修正益 ※1 11,971   －   

２. 賞与引当金戻入益   35,207 47,178 0.6 － － －

Ⅶ 特別損失        

１. 建物撤去費用  12,867   12,155   

２. 固定資産除却損 ※2 65,954   4,654   

３. 固定資産売却損 ※3 29,651   －   

４. 投資有価証券評価損  95,085   －   

５. 出資金運用損  －   10,541   

６. 減損損失 ※4 －   50,611   

７. その他   800 204,359 2.5 1,989 79,952 1.0 

税金等調整前当期純 
利益 

  140,699 1.7  257,082 3.3 

法人税、住民税及び 
事業税 

 19,770   54,889   

法人税等還付税額  17,773 1,996 0.0 － 54,889 0.7

当期純利益   138,703 1.7  202,193 2.6 

       



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,174,617  1,174,617 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   1,174,617  1,174,617

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △53,376  △1,179 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

   当期純利益  138,703 138,703 202,193 202,193

Ⅲ 利益剰余金減少高      

  配当金  86,506 86,506 86,484 86,484 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △1,179  114,529 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  140,699 257,082 

減価償却費  108,220 103,564 

貸倒引当金の増減額  △13,703 4,302 

賞与引当金の増減額  △35,207 － 

退職給付引当金の増減額  △8,958 244 

役員退職慰労引当金の増減額  16,294 3,039 

受取利息及び受取配当金  △12,870 △16,469 

支払利息  14,740 13,347 

固定資産売却損  29,651 － 

固定資産除却損  65,954 4,653 

減損損失  － 50,611 

投資有価証券評価損  95,085 － 

売上債権の増減額  144,054 68,182 

たな卸資産の増減額  173,064 115,769 

仕入債務の増減額  △63,443 △63,334 

その他  △13,988 28,226 

小計  639,595 569,222 

利息及び配当金の受取額  12,870 16,443 

利息の支払額  △14,740 △14,740 

法人税等の支払額  △519 △28,552 

法人税等の還付額  17,773 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー  654,980 542,371 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △100,000 － 

定期預金の払戻による収入  100,000 － 

投資有価証券の取得による支出  △88,623 △1,483 

有形固定資産の取得による支出  △61,567 △52,866 

有形固定資産の売却による収入  72,485 － 

差入保証金及び敷金の預入による 
支出 

 △64,562 △77,317 

差入保証金及び敷金の返還による 
収入 

 260,744 167,822 

その他  △11,830 6,577 

投資活動によるキャッシュ・フロー  106,646 42,732 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

社債の償還による支出  － △1,100,000 

自己株式の取得による支出  △693 △2,371 

配当金の支払額  △86,506 △86,484 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △87,199 △1,188,856 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  674,427 △603,752 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  2,335,467 3,009,894 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高  ※1 3,009,894 2,406,142 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

１. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 7社 

 主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４.

関係会社の状況」に記載しているため、省略してお

ります。 

 なお、子会社はすべて連結されております。 

 前連結会計年度において連結子会社であった 

㈱シンパシー、㈱服装計画舎、㈱銀座山形屋リテイ 

リング及び日本ソーイング北海道㈱は精算結了いた 

しましたので連結子会社は4社減少しております。 

１. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 7社 

  主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４.

関係会社の状況」に記載しているため、省略してお

ります。 

  なお、子会社はすべて連結されております。 

 また、連結子会社の㈱銀座ファッションは平成 

17年10月25日に清算結了しております。 

２. 持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

２. 持分法の適用に関する事項 

                  同左 

３. 連結子会社の事業年度に関する事項 

 連結財務諸表提出会社と同一であります。 

３. 連結子会社の事業年度に関する事項 

            同左 

４. 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価 

    差額は全部資本直入法により処理し、売却原価 

    は移動平均法により算定）によっております。 

４. 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

     移動平均法による原価法によっております。 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産  

     商品 ・・・原価法(品番別個別法およびランク別 

         総平均法） 

② たな卸資産  

   商品 ・・・同左 

（会計処理の変更） 

 子会社は、商品のうち洋品の評価方法につい

て、従来、売価還元法による原価法によっており

ましたが、当連結会計年度から仕入時に設定した

品番毎に個別に対応する原価によって評価する方

法へ変更いたしました。 

 この変更は、商品管理システムの整備・運用に 

よって、保管場所別に洋品の適切な数量管理の徹 

底が図られたことに伴い、洋品の評価をより適切 

に算定するために行ったものであります。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して 

当連結会計年度末の商品は、7,487千円減少し、 

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益 

は、それぞれ同額減少しております。 

        ────― 

      製品等・・・総平均法による原価法    製品等・・・同左 

    材料・・・・最終仕入原価法    材料・・・・同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産  

    定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附 

   属設備を除く）については、定額法によっておりま 

   す。 

    なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま 

   す。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

建物 ８～47年     

② 無形固定資産  

    定額法によっております。なお、自社利用のソフ

      トウェアについては、社内における利用可能期間 

  （５年）に基づいております。 

② 無形固定資産  

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金  

    債権の貸倒による損失に備えるため、回収不能見

      込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金  

同左 

ａ 一般債権 

     貸倒実績率法によっております。 

ａ 一般債権 

同左 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

     個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計 

    上しております。 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

同左 

② 賞与引当金 

────― 

（追加情報） 

 従来、日本ソーイング㈱については労働協約に基 

づく賞与の支給に備える為、連結会計年度に負担す 

べき支給見込額を賞与引当金として計上しておりま 

したが、当連結会計年度に支給対象期間と会計年度 

を一致させる支給対象期間の変更を行ったことに伴 

い当連結会計年度は賞与引当金の計上はありませ

ん。 

 なお、前連結会計年度に計上した賞与引当金35, 

207千円は、支給しないことについて労働組合と 

合意されたため、当連結会計年度に全額戻し入れ

て、特別利益へ計上しております。   

② 賞与引当金 

  ────― 

③ 退職給付引当金  

    従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に

   関する実務指針（会計制度委員会報告第13号）に定

   める簡便法により、当連結会計年度末における退職 

   給付債務及び年金資産に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

④ 役員退職慰労引当金  

    役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、 

   支給内規に基づく期末要支給額の100％を計上して 

   おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(5）消費税等の会計処理 

同左 

５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  該当事項はありません。 

５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

            同左 

６. 連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定は、５年間で均等償却する方法を採用

しております。 

６. 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

７. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

８. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

  

────── 

  (固定資産の減損に係る会計処理) 

 当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準 

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見 

書」(企業会計審議会 平成14年8月9日)及び「固定資 

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適 

用指針第６号 平成15年10月31日)）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益及び経常利益はそれぞれ1,531千 

円増加し、税金等調整前純利益が49,079千円減少して 

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務 

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年3月31日） 

※１.当社の発行済株式数は、普通株式18,044,715株 

   であります。 

※２.当社が保有する自己株式の数は、普通株747,739 

   株であります。 

※１.当社の発行済株式数は、普通株式18,044,715株 

   であります。 

※２.当社が保有する自己株式の数は、普通株757,425 

   株であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

※１. 前期損益修正益の内容は、貸倒引当金戻入額等で

あります。 

※１.        ──────  

  
  

※２. 固定資産除却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。 

※２. 固定資産除却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 46,564千円

機械装置及び運搬具 1,440千円

工具器具及び備品 9,462千円

その他 8,486千円

計 65,954千円

建物及び構築物 3,093千円

機械装置及び運搬具 571千円

工具器具及び備品 988千円

   

計 4,654千円

※３. 固定資産売却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。 

※３.        ──────  

土地 9,762千円

建物及び構築物 16,348千円

工具器具及び備品 4千円

その他 3,536千円

計 29,651千円

 

 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

※４.         ────── ※４. 減損損失 

    当連結会計年度において当社グループは、以下の資 

  産グループについて減損損失50,611千円を計上いたし 

  ました。 

   当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最 

  小単位として店舗を基本単位としてグルーピングして 

  おります。ただし、将来の使用が見込まれない遊休資 

  産は、個別の資産グル－プとしております。 

   上記資産について、連結子会社である㈱エルメック

  ス・ハウスの翌連結会計年度の事業廃止及び㈱銀座山 

  形屋トレ－ディングの営業店舗１件の閉鎖を勘案し、 

  営業店舗における帳簿価額を回収可能価額まで減損し 

  当該減少額を減損損失(44,243千円、内訳 建物附属設

  備24,026千円、工具器具及び備品3,715千円、敷金 

  5,899千円、長期前払費用10,601千円)として特別損失 

  に計上いたしました。なお、回収可能価額は使用価値 

  により測定しており、将来キャッシュ・フロ－に基づ

  く評価額がマイナスであるため、回収可能価額は零と 

  算定しております。 

   また、将来の使用が見込まれない遊休資産について

  は帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を 

  減損損失として6,368千円計上いたしました。 

   なお、回収可能価額は実勢価格を基に算定した正味

  売却価額により評価しております。 

  

用途 種類 場所 

営業店舗  

 建物及び構築物、工具 

  器具及び備品、差入保 

 証金及び敷金、その他 

  （長期前払費用） 

  

代官山店(東京都

渋谷区）他、10

件 

  

  

遊休  電話加入権 ────  

前連結会計年度 
（平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年3月31日） 

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表  

に掲記されている科目の金額との関係 

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表  

に掲記されている科目の金額との関係 

   

  現金及び預金勘定 3,009,894千円 

  現金及び現金同等物 3,009,894千円 

  

  現金及び預金勘定 2,406,142千円 

  現金及び現金同等物 2,406,142千円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
機械装置及

び運搬具 
 
工具器具及

び備品 
 合計 

取得価額相

当額 
3,905千円  47,971千円  51,876千円

減価償却累

計額相当額 
2,859千円  34,164千円  37,023千円

期末残高相

当額 
1,045千円   13,807千円   14,853千円

 
機械装置及

び運搬具 
 
工具器具及

び備品 
 合計 

取得価額相

当額 
6,062千円  11,242千円  17,304千円

減価償却累

計額相当額 
5,392千円  7,866千円  13,260千円

期末残高相

当額 
669千円  3,375千円   4,044千円

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 12,234千円

１年超 3,992千円

合計 16,227千円

１年以内 2,897千円

１年超 1,512千円

合計 4,409千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 16,744千円

減価償却費相当額 15,577千円

支払利息相当額 787千円

支払リース料 13,072千円

減価償却費相当額 11,752千円

支払利息相当額 307千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

    

                



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

１. その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当連結会計年度末において減損処理を行っており、減損処理後の帳簿価額を取得原価に記載しております。 

     減損処理の金額   株式   93,585千円 

  

２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当連結会計年度末において1,500千円の減損処理を行っております。  

  

当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

１. その他有価証券で時価のあるもの 

２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 種類 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式 428,309 761,715 333,406 

その他 81,312 82,257 944 

小計 509,622 843,973 334,351 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式 110,865 110,865 - 

その他 1,964 1,964 - 

小計 112,830 112,830 - 

合計 622,452 956,803 334,351 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 3,030 

 種類 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式 429,901 1,146,504 716,603 

その他 ― ― ― 

小計 429,901 1,146,504 716,603 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式 110,865 83,685 △27,180 

その他 ― ― ― 

小計 110,865 83,685 △27,180 

合計 540,767 1,230,190 689,422 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 3,030 

その他 65,725 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

１. 取引の状況に関する事項 

      該当事項はありません。 

２. 取引の時価等に関する事項 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

１. 取引の状況に関する事項 

      該当事項はありません。 

２. 取引の時価等に関する事項 

 該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前連結会計年度 
平成17年3月31日 

当連結会計年度 
平成18年3月31日 

１. 採用している退職給付制度の概要 １. 採用している退職給付制度の概要 

退職給付制度については、確定給付型の制度とし

て、退職金規定に基づく社内積立の退職一時金制度

と適格退職年金制度を併用しております。 

退職給付制度については、確定給付型の制度とし

て、退職金規定に基づく社内積立の退職一時金制度

と適格退職年金制度を併用しております。 

２. 退職給付債務に関する事項 ２. 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 △693,614千円

年金資産残高 206,958千円

退職給付引当金 △486,656千円

退職給付債務 △698,375千円

年金資産残高 211,475千円

退職給付引当金 △486,900千円

３. 退職給付費用に関する事項 ３. 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 70,927千円

退職給付費用合計 70,927千円

勤務費用 68,572千円

退職給付費用合計 68,572千円



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
平成17年3月31日 

当連結会計年度 
平成18年3月31日 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

① 流動の部 ① 流動の部 

繰延税金資産   

商品 62,466千円

未払賞与 346千円

未払事業税等 6,290千円

繰延税金資産小計 69,104千円

評価性引当額 △69,104千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金資産   

商品 52,078千円

未払事業税等 6,007千円

繰延税金資産小計 58,086千円

評価性引当額 △58,086千円

繰延税金資産合計 －千円

② 固定の部 ② 固定の部 

繰延税金資産   

貸倒引当金 13,986千円

退職給付引当金 191,600千円

役員退職慰労引当金 45,731千円

固定資産除却損 7,256千円

投資有価証券評価損 38,089千円

繰越欠損金 1,585,742千円

その他 4,760千円

繰延税金資産小計 1,887,168千円

評価性引当額 △1,887,168千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △135,696千円

繰延税金負債純額 △135,696千円

繰延税金資産   

貸倒引当金 2,270千円

退職給付引当金 197,870千円

役員退職慰労引当金 46,966千円

固定資産除却損  7,256千円

減損損失 19,282千円

投資有価証券評価損 38,699千円

繰越欠損金 1,438,153千円

その他 6,852千円

繰延税金資産小計 1,757,352千円

評価性引当額 △1,757,352千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △280,642千円

繰延税金負債純額 △280,642千円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
1.4％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目 
△1.5％

評価性引当額の増減額 △43.6％

住民税均等割 7.8％

軽減税率適用による差異 △2.3％

その他 △1.1％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
1.4％

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
0.4％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目 
△1.1％

評価性引当額の増減額 △22.7％

住民税均等割 4.1％

軽減税率適用による差異 △1.2％

その他 1.2％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
21.4％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント】 

前連結会計年度（平成16年4月1日から平成17年3月31日） 

 当グループは衣料品製造販売（受託加工を含む）事業を主な事業としておりますが、当セグメントの売上 

高、営業利益及び資産の金額が、それぞれ全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計及び資産の合計の

90％を超えておりますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（平成17年4月1日から平成18年3月31日） 

 当グループは衣料品製造販売（受託加工を含む）事業を主な事業としておりますが、当セグメントの売上 

高、営業利益及び資産の金額が、それぞれ全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計及び資産の合計の

90％を超えておりますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント】 

前連結会計年度（平成16年4月1日から平成17年3月31日まで） 

 在外連結子会社及び在外支店はありませんので、記載を省略しております。 

当連結会計年度（平成17年4月1日から平成18年3月31日まで） 

 在外連結子会社及び在外支店はありませんので、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（平成16年4月1日から平成17年3月31日まで） 

 海外売上高はありませんので、記載を省略しております。 

当連結会計年度（平成17年4月1日から平成18年3月31日まで） 

 海外売上高はありませんので、記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

１. 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

２. 役員及び個人主要株主等 

（注1）取引条件及び取引条件の決定方針等 

    賃借料については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注2）取引金額には消費税等は含んでおりません。 

（注3）当社役員山形政弘、中島紘一及びその近親者が議決権の100％を直接保有しております。 

３. 子会社等 

 該当事項はありません。 

４. 兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

属性 

会社等の名称 資本金又は

出資金 

（千円） 

事業の内容

又は職業 
役員の兼任等

取引の内容 
取引金額 

 （千円） 
科目 

期末残高

 （千円） 
住所 

議決権等の

所有割合 
事業上の関係

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を自己

の計算にお

いて所有し

ている会社

等並びに当

該会社等の

子会社 

山形産業株式

会社 

48,000 

不動産の売

買及び賃貸
兼任1人 

賃料支払 

保証金の差入 

31,059 

50,000 
差入保証金 218,996

東京都中央区 所有なし 店舗の賃貸借



当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

１. 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

２. 役員及び個人主要株主等 

（注1）取引条件及び取引条件の決定方針等 

    賃借料については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注2）取引金額には消費税等は含んでおりません。 

（注3）当社役員山形政弘、中島紘一及びその近親者が議決権の100％を直接保有しております。 

３. 子会社等 

 該当事項はありません。 

４. 兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

属性 

会社等の名称 資本金又は

出資金 

（千円） 

事業の内容

又は職業 
役員の兼任等

取引の内容 
取引金額 

 （千円） 
科目 

期末残高

 （千円） 
住所 

議決権等の

所有割合 
事業上の関係

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を自己

の計算にお

いて所有し

ている会社

等並びに当

該会社等の

子会社 

山形産業株式

会社 

48,000 

不動産の売

買及び賃貸
なし 

賃料支払 31,059 差入保証金 218,996

東京都中央区 所有なし 店舗の賃貸借



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

      該当事項はありません。 

前連結会計年度 
自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日 

１株当たり純資産額    232円73銭

１株当たり当期純利益   8円02銭

１株当たり純資産額       251円  64銭

１株当たり当期純利益   11 円  69銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 
自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日 

当期純利益（千円） 138,703 202,193 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 138,703 202,193 

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,299 17,291 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）1 ( )内書は、1年内の償還予定額であります。 

    2  連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

     該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

㈱銀座山形屋 

2007年満期第8回銀行保

証付無担保普通社債 
平成14.１.10 1,100,000 

1,100,000 

 (1,100,000)
0.68 

無担保 

（銀行保証） 
平成19.１.10 

2006年満期第9回銀行保

証付無担保普通社債 
平成14.１.22 

1,100,000 

 (1,100,000)

― 

(―)
0.66 

無担保 

（銀行保証） 
平成18.１.20 

合計 ― ― 
2,200,000 

 (1,100,000)

1,100,000 

 (1,100,000)
― ― ― 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

1,100,000 ― ― ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１. 現金及び預金   2,922,478   2,330,852  

２. 売掛金    1,818   1,818  

３. 前払費用   16,477   14,705  

４. 未収入金    14,309   9,483  

５. その他   10,621   72  

流動資産合計   2,965,706 42.5  2,356,932 37.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

（1）建物  618,681   618,681   

 減価償却累計額  △432,865 185,815  △449,604 169,076  

（2）構築物  35,593   35,593   

 減価償却累計額  △28,069 7,524  △28,697 6,896  

（3）車両運搬具  ―   6,895   

 減価償却累計額  ― ―  △1,466 5,429  

（4）工具器具及び備品  26,199   26,838   

 減価償却累計額  △21,737 4,461  △22,041 4,797  

（5）土地   400,397   376,037  

有形固定資産合計   598,198 8.6  562,237 8.9 

２．無形固定資産        

（1）ソフトウェア   1,471   583  

（2）電話加入権   1,797   1,314  

（3）その他   54   49  

無形固定資産合計   3,322 0.0  1,947 0.0 

 



  
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

３．投資その他の資産        

（1）投資有価証券    957,796   1,296,493  

（2）関係会社株式   547,000   397,000  

（3）出資金   10,948   10,948  

（4）関係会社長期貸付金   4,047,000   3,798,000  

（5）破産債権等に準ずる
貸付金等 

  9,770   －  

（6）長期前払費用   14   －  

（7）長期性預金   100,000   100,000  

（8）差入保証金及び敷金   295,109   283,275  

（9）その他   118,626   98,989  

貸倒引当金   △2,208,605   △2,229,395  

関係会社株式評価引
当金 

  △465,500   △365,500  

投資その他の資産合計   3,412,160 48.9  3,389,812 53.8 

固定資産合計   4,013,681 57.5  3,953,997 62.7 

資産合計   6,979,388 100.0  6,310,929 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１. 一年内償還予定の社債    1,100,000   1,100,000  

２. 未払金    10,140   28,094  

３. 未払法人税等   10,318   5,984  

４. 未払消費税等   1,716   5,436  

５. 未払費用   9,078   11,377  

６. 前受金    2,831   1,648  

７. 預り金 ※3  149,813   177,997  

流動負債合計   1,283,899 18.4  1,330,538 21.1 

 



  
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

Ⅱ 固定負債        

１. 社債   1,100,000   －  

２. 繰延税金負債   135,626   280,497  

３. 退職給付引当金   169,842   155,843  

４. 役員退職慰労引当金   75,931   80,046  

５. 預り保証金   20,000   20,000  

固定負債合計   1,501,400 21.5  536,387 8.5 

負債合計   2,785,300 39.9  1,866,926 29.6 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※1  2,727,560 39.1  2,727,560 43.2 

Ⅱ 資本剰余金        

１. 資本準備金  835,890   835,890   

２. その他資本剰余金        

(1）資本準備金減少差益  338,727   338,727   

資本剰余金合計   1,174,617 16.8  1,174,617 18.6 

Ⅲ 利益剰余金        

  当期未処分利益  167,421   208,630   

利益剰余金合計   167,421 2.4  208,630 3.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※5  198,552 2.8  409,630 6.5 

Ⅴ 自己株式 ※2  △74,064 △1.0  △76,436 △1.2 

資本合計   4,194,088 60.1  4,444,003 70.4 

負債・資本合計   6,979,388 100.0  6,310,929 100.0 

       



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高         

１. 役務収入 ※4 304,149     314,178    

２. 賃貸収入 ※4 176,919 481,068 100.0 192,908 507,086 100.0

Ⅱ 売上原価         

１. 役務原価 ※1 159,795  144,957    

２. 賃貸原価 ※2 119,152 278,947 58.0 118,746 263,704 52.0

売上総利益   202,120 42.0  243,381 48.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１. 支払手数料  46,768   39,387   

２. 広告宣伝費  －   12,922   

３. 役員報酬  15,773   11,884   

４. 給料手当  9,495   16,364   

５. 賞与  1,025   1,182   

６. 退職給付引当金繰入額  637   1,754   

７. 役員退職慰労引当金繰
入額 

 634   －   

８. 福利厚生費  3,010   3,176   

９. 接待交際費  3,927   2,706   

10. 旅費交通費  7,862   7,217   

11. 通信費  5,686   4,353   

12. 水道光熱費  4,961   5,198   

13. 消耗品費  6,864   5,039   

14. 租税公課  11,453   11,923   

15. 減価償却費  3,871   4,410   

16. 修繕費  3,648   3,395   

17. 賃借料  35,467   29,622   

18. 諸会費  2,488   2,200   

19. 雑費  7,110 170,689 35.5 2,581 165,321 32.6 

営業利益   31,431 6.5  78,060 15.4 

Ⅳ 営業外収益        

１. 受取利息 ※4 136,876   121,010   

２. 受取配当金 ※4 11,732   39,291   

３. 受取手数料   2,492   2,827   

４. 雑収入  4,078 155,179 32.3 3,434 166,564 32.8 

         
 



  
前事業年度 

（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１. 社債利息  14,740   13,347   

２. 支払保証料  14,827   13,629   

３. 雑損失  1,482 31,049 6.5 3,619 30,596 6.0 

経常利益   155,561 32.3  214,028 42.2 

Ⅵ 特別利益        

   貸倒引当金戻入益    95,030 95,030 19.8 － － －

Ⅶ 特別損失        

１. 固定資産売却損 ※3 26,111   －   

２. 減損損失 ※5 －   24,842   

３. 貸倒引当金繰入額  －   50,000   

４. 投資有価証券評価損  95,085   －   

５. 出資金運用損  －   10,541   

６. 関係会社株式評価引当
金繰入額 

 23,000   －   

７. その他   800 144,997 30.1 － 85,384 16.8 

税引前当期純利益   105,595 22.0  128,643 25.4 

法人税、住民税及び事
業税 

 950 950 0.2 950 950 0.2 

当期純利益   104,645 21.8  127,693 25.2 

前期繰越利益   62,776   80,937  

当期未処分利益   167,421   208,630  

         



③【利益処分計算書】 

 （注） 日付は、利益処分を決議した定時株主総会開催日であります。 

  
第61期 

株主総会承認日 
（平成17年6月29日） 

第62期 
株主総会承認日 

（平成18年6月29日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

       

Ⅰ 当期未処分利益   167,421  208,630 

Ⅱ 利益処分額      

  配当金   86,484 86,484 86,436 86,436

Ⅲ 次期繰越利益   80,937  122,194

      



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年4月1日 

  至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 

  至 平成18年3月31日） 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）関係会社株式 

移動平均法による原価法 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）関係会社株式 

同左 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）によっておりま

す。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

時価のないもの 

同左 

２. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ── 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

２. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ── 同左 

建物 ８年～47年   

無形固定資産 ── 定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

無形固定資産 ── 同左 

長期前払費用 ── 定額法によっております。 長期前払費用 ── 同左 

３. 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能

見込額を計上しております。 

３. 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

(1）一般債権 

貸倒実績率法によっております。 

 

(2）貸倒懸念債権及び破産更生債権 

個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を

計上しております。 

 

関係会社株式評価引当金 

関係会社投資損失に備えるため、関係会社の財政

状態等を勘案して計上しております。 

関係会社株式評価引当金 

同左 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に

関する実務指針（会計制度委員会報告第13号）に

定める簡便法により、当期末における退職給付債

務及び年金資産に基づき計上しております。 

退職給付引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、

支給内規に基づく期末要支給額の100％を計上して

おります。 

役員退職慰労引当金 

同左 

 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年4月1日 

  至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 

  至 平成18年3月31日） 

４. リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

４. リース取引の処理方法 

同左 

５. 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に 

 よっております。 

５. 消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年4月1日 

  至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 

  至 平成18年3月31日） 

─────   （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準 

  (「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する 

  意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日)及び 

  「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企 

  業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日)） 

  を適用しております。 

   これにより税引前当期純利益が24,842千円減少 

  しております。 

   なお、減損損失累計額については、改正後の財務 

  諸表等規則に基づき当該資産の金額から直接控除し 

  ております。  

前事業年度 
（自 平成16年4月1日 

  至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 

  至 平成18年3月31日） 

─────     (損益計算書) 

   前事業年度まで販売費及び一般管理費の「雑費」に 

  含めて表示しておりました「広告宣伝費」は、販売費 

  及び一般管理費の総額の100分の5を超えたため区分掲 

  記しました。 

   なお、前期における「広告宣伝費」の金額は1,115 

  千円であります。    



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年3月31日） 

当事業年度 
（平成18年3月31日） 

※１. 会社が発行する 

株式総数 

普通株式 35,706,000株 

 発行済株式総数 普通株式 18,044,715株 

※１. 会社が発行する 

株式総数 

普通株式 35,706,000株 

 発行済株式総数 普通株式 18,044,715株 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行なわ

れた場合には、会社が発行する株式について、

これに相当する株式数を減ずることとなってお

ります。 

同左 

※２. 自己株式 ※２. 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式747,739 

株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式757,425 

株であります。 

※３. 関係会社に係る注記 ※３. 関係会社に係る注記 

各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

預り金 148,423千円 預り金 176,498千円

 ４. 偶発債務  ４. 偶発債務 

下記のとおり子会社の営業債務に対し、債務保証

をおこなっております。 

下記のとおり子会社の営業債務に対し、債務保証

をおこなっております。 

㈱エルメックス・ハウス 111,662千円 ㈱エルメックス・ハウス 75,914千円

㈱ウィングロード 98千円

計 76,012千円

※５. 配当制限 ※５. 配当制限 

商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産は198,552千円

であります。 

商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産は409,630千円

であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年4月1日 

  至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 

  至 平成18年3月31日） 

※１. 役務原価の内訳は下記のとおりであります。 ※１. 役務原価の内訳は下記のとおりであります。 

人件費 159,795千円 人件費 144,957千円

 ※２. 賃貸原価の内訳は下記のとおりであります。 

賃借料 94,745千円

減価償却費 16,927千円

その他 7,478千円

 計 119,152千円

 ※２. 賃貸原価の内訳は下記のとおりであります。 

賃借料 95,235千円

減価償却費 15,619千円

その他 7,891千円

 計 118,746千円

※３. 固定資産売却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。 

※３.       ―――――――――― 

土地 9,762千円

建物 16,348千円

計 26,111千円

 

※４. 関係会社との取引に係るもの ※４. 関係会社との取引に係るもの 

各科目に含まれている関係会社に対するものは、

下記のとおりであります。 

各科目に含まれている関係会社に対するものは、 

下記のとおりであります。 

役務収入 304,149千円

賃貸収入 147,327千円

受取利息 135,877千円

役務収入 314,178千円

賃貸収入 163,316千円

受取利息 119,537千円

受取配当金 24,366千円

※５.      ―――――――――― ※５. 減損損失 

      当事業年度において、当社は、以下の資産グルー 

   プについて減損損失24,842千円を計上いたしまし 

   た。 

    当社は事業別管理会計区分をグルーピングの単位 

   としております。ただし、将来の使用が見込まれな 

   い遊休資産は、個別の資産グループとしておりま 

   す。 

    当事業年度において当社は、帳簿価額に対し時価 

   が著しく下落しており、将来の使用が見込まれてい 

   ない遊休資産について減損損失(24,842千円)として 

   特別損失に計上しております。減損損失の内訳は 

   土地24,360千円、電話加入権482千円であります。 

    なお、回収可能価額は土地については固定資産税 

   評価額を基に算定した正味売却価額、電話加入権に 

   ついては実勢価格を基に算定した正味売却価額によ 

   り評価しております。 

用途 種類 場所 

 遊休 土地  埼玉県幸手市  

 遊休 電話加入権  ―――――  



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年3月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度（平成18年3月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度 
（自 平成16年4月1日 

  至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 

  至 平成18年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

２. 未経過リース料期末残高相当額  

該当事項はありません。  

３. 支払リース料及び減価償却費相当額  

支払リース料 744千円

減価償却費相当額 744千円

 

４. 減価償却費相当額の算定方法  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年3月31日） 

当事業年度 
（平成18年3月31日） 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

   ①流動の部 

繰延税金資産   

未払事業税等 3,723千円

未払賞与 346千円

繰延税金資産小計 4,070千円

評価性引当額 △4,070千円

繰延税金資産合計 ―千円

   ①流動の部 

繰延税金資産   

未払事業税等 2,049千円

繰延税金資産小計 2,049千円

評価性引当額 △2,049千円

繰延税金資産合計 ―千円

   ②固定の部    ②固定の部 

繰延税金資産   

貸倒引当金 898,902千円

関係会社株式評価引当金 189,458千円

退職給付引当金 68,310千円

役員退職慰労引当金 30,904千円

投資有価証券評価損 38,089千円

繰越欠損金 776,337千円

その他 7,256千円

繰延税金資産小計 2,009,259千円

評価性引当額 △2,009,259千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △135,626千円

繰延税金負債純額 △135,626千円

繰延税金資産   

貸倒引当金 907,363千円

関係会社株式評価引当金 189,458千円

退職給付引当金 63,428千円

役員退職慰労引当金 32,578千円

減損損失 10,111千円

投資有価証券評価損 38,699千円

繰越欠損金 710,759千円

その他 8,315千円

繰延税金資産小計 1,960,714千円

評価性引当額 △1,960,714千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △280,497千円

繰延税金負債純額 △280,497千円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別の内訳 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
1.5％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目 
△2.0％

評価性引当額の増減額 △40.2％

住民税均等割 0.9％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
0.9％

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
0.9％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目 
△2.2％

評価性引当額の増減額 △39.4％

住民税均等割 0.7％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
0.7％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年4月1日 

  至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 

  至 平成18年3月31日） 

１株当たり純資産額    242円48銭

１株当たり当期純利益  6円05銭

１株当たり純資産額       257円07銭

１株当たり当期純利益   7円38銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 前事業年度 当事業年度 

当期純利益（千円） 104,645 127,693 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 104,645 127,693 

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,299 17,291 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【投資有価証券】 

そ 

の 

他 

有 

価 

証 

券 

 

株 

式 

 

銘柄   株式数 （株）    貸借対照表計上額 （千円）

㈱チヨダ 148,200 469,794 

㈱オリンピック 89,408 83,685 

カネ美食品㈱ 23,232 78,291 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 57 102,904 

㈱新星堂 251,000 74,045 

㈱三井住友フィナンシャル・グループ 64 83,827 

千代田インテグレ㈱ 17,160 53,882 

㈱小林洋行 21,200 38,647 

㈱協和日成 147,000 49,245 

三井住友海上火災保険㈱ 31,500 50,431 

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 7,538 35,127 

その他11銘柄 170,093 110,885 

小計 906,453 1,230,767 

そ 

の 

他 

有 

価 

証 

券 

そ 

の 

他 

銘柄  投資口数 （口）    貸借対照表計上額 （千円）

投資事業組合出資証券（1銘柄） 1 65,725 

小計 1 65,725 

  合計 906,454 1,296,493 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 無形固定資産の金額が、資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

２ 当期減少額欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 618,681 ― ― 618,681 449,604 16,738 169,076 

構築物 35,593 ― ― 35,593 28,697 627 6,896 

車両運搬具 ― 6,895 ― 6,895 1,466 1,466 5,429 

工具器具及び備品 26,199 639 ― 26,838 22,041 303 4,797 

土地 400,397 ― 
24,360 

(24,360) 
376,037 ― ― 376,037 

有形固定資産計 1,080,871 7,535 
24,360 

（24,360）
1,064,047 501,809 19,136 562,237 

無形固定資産        

ソフトウェア ― ― ― 5,220 4,636 888 583 

電話加入権 ― ― ― 1,314 ― ― 1,314 

その他 ― ― ― 92 42 4 49 

無形固定資産計 ― ― ― 6,627 4,678 892 1,947 

 長期前払費用 291 ― ― 291 291 14 ― 

土地 遊休土地（埼玉県幸手市）減損損失 24,360 千円



【資本金等明細表】 

 （注）当期末における自己株式は757,425株であります。 

【引当金明細表】 

（注）1.貸倒引当金の当期減少額「その他」は、債権の回収可能性の見直しに伴う戻入額であります。 

    

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 2,727,560 ― ― 2,727,560 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （注) （株） (18,044,715) (―) (―) (18,044,715) 

普通株式 （千円） 2,727,560 ― ― 2,727,560 

計 （株） (18,044,715) (―) (―) (18,044,715) 

計 （千円） 2,727,560 ― ― 2,727,560 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （千円） 835,890 ― ― 835,890 

（その他資本剰余金）      

資本準備金減少差益 （千円） 338,727 ― ― 338,727 

計 （千円） 1,174,617 ― ― 1,174,617 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） ― ― ― ― 

（任意積立金）      

  （千円） ― ― ― ― 

計 （千円） ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金    (注) 2,208,605 50,000 ― 29,210 2,229,395 

関係会社株式評価引当金 465,500 ― 100,000 ― 365,500 

役員退職慰労引当金 75,931 4,115 ― ― 80,046 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

１ 資産の部 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

３）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

区分 金額（千円） 

現金 526 

預金の種類  

当座預金 130,275 

普通預金 499,906 

定期預金 1,700,000 

別段預金 144 

小計 2,330,852 

計 2,330,852 

相手先名 金額（千円） 

㈱マルカン 1,818 

計 1,818 

前期末残高 
（千円） 

当期売上高 
（千円） 

預り消費税額 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) (E) 
(D) 

───────── 
(A) ＋ (B) ＋ (C) 

× 100 

(A) ＋ (E) 
───── 
２ 

────── 
(B) ＋ (C) 
───── 
365 

1,818 507,086 25,354 532,440 1,818 99.7 1.2 



４）関係会社株式 

５）関係会社長期貸付金 

２ 負債の部 

１）社債 

 （注） 発行年月日、利率等については、第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 ⑤連結附属明細表に記載しており

ます。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先名 金額（千円） 

（子会社株式）  

日本ソーイング㈱ 217,000 

㈱ウィングロード 50,000 

㈱ヴァイソム 50,000 

㈱銀座山形屋トレーディング 50,000 

㈱ディ－エイチエス 30,000 

計 397,000 

会社名 金額（千円） 

㈱ウィングロード 1,830,000 

㈱エルメックス・ハウス 1,454,000 

㈱銀座山形屋トレーディング 490,000 

㈱ヴァイソム 24,000 

計 3,798,000 

区分 
   未償還残高（千円） 

         (うち一年内償還予定額) 

2007年満期第８回銀行保証付無担保普通社債 
1,100,000 

 （1,100,000） 

計 
1,100,000 

  （1,100,000） 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 (注)1.決算公告については、当会社のホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

   （ホームページアドレスhttp://www.ginyama.co.jp) 

     2.平成18年6月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし  

   た。当会社の公告方法、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告がで

   きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで 

定時株主総会 6月下旬 

基準日 3月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 9月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

株式名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社 

同 取 次 所 
みずほ信託銀行株式会社 本支店・みずほインベスタ－ズ証券株式会社 

本支店 

同名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
印紙税相当額（不所持株券の発行・返還、喪失・汚・棄損による再発

行） 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

株式名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社 

同 取 次 所 
みずほ信託銀行株式会社 本支店・みずほインベスタ－ズ証券株式会社 

本支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年3月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載された所有株式数

が1,000株以上の株主に対し株主優待券を贈呈する。 

オーダー服割引券  

   ①枚数   お一人様 ２枚 

   ②割引率  店頭表示価格の20％ 

   ③対象商品 ハンドメイドオーダー紳士服 

            オーダーメイド紳士服（イージーオーダー・        

                      パターンオーダー）     

            パターンオーダー婦人服 

パターンメイドシャツ贈呈券             

   ①枚数    お一人様  １枚 

   ②対象商品  メンズ・レディスのパターンメイドシャツ １枚  

   ③取扱い店舗 銀座山形屋グループ店舗および営業所の店頭で 

                   のみご利用いただけます。（一部店舗を除く）     



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第61期）（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

 平成17年6月29日 関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第62期中）（自 平成17年4月１日 至 平成17年9月30日） 

 平成17年12月19日 関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

   平成17年6月29日 

株式会社銀座山形屋    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士  手塚 仙夫  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士  青木 良夫  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社銀座山形屋の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社銀座山形屋及び連結子会社の平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  追記情報 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４.(1)②に記載されているとおり、子会社は商品のうち洋品の評価

基準及び評価方法を売価還元法による原価法から仕入時に設定した品番毎に個別に対応する原価によって評価する方法 

に変更している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に 

   添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成18年6月29日 

株式会社銀座山形屋    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士  手塚 仙夫  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士  齋藤  淳   印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社銀座山形屋の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社銀座山形屋及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損 

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。  

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に 

   添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成17年6月29日 

株式会社銀座山形屋    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士  手塚 仙夫  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士  青木 良夫  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社銀座山形屋の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社銀座山形屋の平成17年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に 

   添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成18年6月29日 

株式会社銀座山形屋    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士  手塚 仙夫  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士  齋藤  淳   印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社銀座山形屋の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社銀座山形屋の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

   会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなった 

ため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に 

   添付する形で別途保管しております。 
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